様式第１
番号
　　平成　　年　　月　　日
  一般社団法人　環境共創イニシアチブ
　　代 表 理 事　　　赤池　学　　　殿
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者等名　　　　　　　　　　　　　　　印
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
申請代行者　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者等名　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度エネルギー使用合理化特定設備等導入促進事業利子補給金
交付申請書
エネルギー使用合理化特定設備等導入促進事業利子補給金交付規程（以下「交付規程」という。）第４条の規定に基づき、下記のとおり経済産業省からのエネルギー使用合理化特定設備等導入促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金の交付を申請します。
なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従うことを承知の上申請します。
記
１．利子補給対象事業の名称
２．利子補給対象事業の目的及び内容
３．利子補給金交付申請額
（1） 融資額及び利子補給対象融資額
融資額：　　　　　　　　　　　　　内　利子補給対象融資額：
（2） 融資利率及び利子補給率
融資利率：　　　　　　　　利子補給率：
（3） 利子補給対象期間及び融資残高
利子補給対象期間：
融資残高　　　　：
（4） 利子補給金交付申請額
４．利子補給対象事業の詳細
（1） 総事業費
（2） 利子補給対象事業に要する経費
（3） 利子補給対象事業の完了予定日
※一般社団法人　環境共創イニシアチブのエネルギー使用合理化特定設備等導入促進事業利子補給金は、経済産業省が定めたエネルギー使用合理化特定設備等導入促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を省エネルギー効果が認められる設備等を導入しようとする方に交付するものです。
（注１）この申請書には、以下の書面を添付すること。
（１）　申請者の役員等名簿（別紙１）
（２）　その他ＳＩＩが指示する書面
（注２）エネルギー使用合理化特定設備等導入促進事業利子補給金交付規程（ＳＩＩ－２４Ｆ－規程－００２）に基づく申請については、金融機関を申請者として記載すること。
（別添）
新規事業計画書
１．企業・事業所名
区分：□設備使用者　□ＥＳＣＯ事業者　□リース事業者　□資金供給者
２．所在地（設備設置場所）
３．利子補給対象事業の名称
４．対象要件（以下要件より該当する一つを選択すること。）
（1） 工場・事業場等における省エネルギー設備等の導入・設置
☐　（ア）既存の工場・事業場等において省エネルギー設備等に置き換え又は新たに省エネルギー設備等の導入・設置を行う場合
☐　（イ）新設の工場・事業場等において省エネルギー設備等を導入・設置する場合
☐　（ウ）複数の工場・事業場間におけるエネルギーの面的利用のための設備等を導入・設置する場合
（2） トップランナー制度対象品目の製造・取得に係るもの
☐　（ア）トップランナー制度対象品目導入（乗用自動車、貨物自動車を除く）
☐　（イ）トップランナー制度対象品目を製造する設備の導入
５．事業概要　区分：□　単年度事業、□　複数年度継続事業（全体　　年事業の　　年度目）
※導入予定設備について、契約締結・発注（予定）日、納入（予定）日、支払（予定）日、設備名称、仕様、台数、金額等を具体的に記述すること。既存設備の置き換えの場合は、対象となる既存設備の仕様、台数等も記入。別紙で添付しても良い。
６．事業の省エネルギー効果
※利子補給対象事業が公募要領「１－６　（１）省エネルギー設備導入」の場合のみ記入すること。
（1） 工場・事業場等全体の年間エネルギー使用量
①省エネルギー設備導入前の工場・事業場等の年間エネルギー使用量       　　(kl/年)
②省エネルギー設備導入後の工場・事業場等の年間エネルギー使用量       　　(kl/年)
「１－６　（１）省エネルギー設備導入」（ア）又は（ウ）の場合、既存の工場・事業場の年間エネルギー使用量を記入すること。
「１－６　（１）省エネルギー設備導入」（イ）の場合、類似の事業を行う同規模の工場・事業場の年間エネルギー使用量を記入すること。
（2） 工場・事業場等の年間生産量又は延床面積等（エネルギー原単位を用いて計算する場合記載すること。）
①省エネルギー設備導入前の工場・事業場等の年間生産量　　　　　　　(　/年)
②省エネルギー設備導入後の工場・事業場等の年間生産量　　　　　　　(　/年)
※省エネルギー設備導入前、導入後それぞれの工場・事業場等の生産量又は延床面積等を単位と共に記載すること。
（3） 省エネルギー効果（①②のいずれかを記入すること。）
①エネルギー原単位削減率　　　　　　　　　　 　(％)
②省エネルギー量　　　　　　　　　     　　　　(kl/年)
年間エネルギー使用量の確証、省エネルギー効果を算出した計算過程及び用いた数値の根拠を別紙で添付すること。また、必要に応じて、設備の実測値データ、カタログ、設備の配置図等、根拠資料も添付すること。
７．利子補給対象融資の内容
	融資額
	（内　利子補給対象額　　　　　　　　　　）

	元金均等返済額
	（最終弁済額　　　　　　　　　　　　　　）

	融資期間
	（内　利子補給対象となる期間：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	融資利率
	

	利子補給率
	

	申請する利子
補給金の額
	単位期間
	融資残高（円）
	利子補給金の額（円）
	算出の基礎

	
	
	
	
	


８．平成２９年３月１１日以降の融資残高及び利子補給金の申請計画
	単位期間
	融資残高（円）
	利子補給金の額（円）
	算出の基礎

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	


９．本事業の申請に係る問い合わせ先等
　利子補給対象事業者
	担当部署等
	

	担当者名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先E-MAIL
	


　指定金融機関
	融資担当支店・部署等
	

	担当者名
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先E-MAIL
	


１０．その他
　交付規程の別紙記載の暴力団排除に関する制約事項の各号について相違ないことを確認の上、申請します。
（別紙１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	氏名カナ
	氏名漢字
	生年月日
	性別
	会社名
	役職名

	
	
	和暦
	年
	月
	日
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注）

役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を記載する。

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。 
